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知識基盤社会を牽引する人材の育成と活躍の促進に向けて －科学技術・学術審議会 人材委員会－

＜検討の視点＞
知識基盤社会に必要とされる科学技術関係人材の素養・能力の向上
社会の多様な場で活躍する科学技術関係人材の育成
世界と伍して競える優れた若手研究者の養成と活躍促進
次代の科学技術を担う人材の育成
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社会の多様な場で活躍する科学技術関係人材の育成
世界と伍して競える優れた若手研究者の養成と活躍促進
次代の科学技術を担う人材の育成

＜施策の方向性＞
チームにおいて力を発揮できる人材や、リーダーの育成を推進
知識基盤社会の多様な場におけるリーダーとして、博士号取得者の活躍を促進
優秀な若手研究者が自立して研究できる環境・ポスト・研究資金を一体的に拡充
子どもの才能を見出し、伸ばす取組を強化
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チームにおいて力を発揮できる人材や、リーダーの育成を推進
知識基盤社会の多様な場におけるリーダーとして、博士号取得者の活躍を促進
優秀な若手研究者が自立して研究できる環境・ポスト・研究資金を一体的に拡充
子どもの才能を見出し、伸ばす取組を強化

教育（人材育成）と研究（知的価値の創造）とイノベーション（社会的価値や経済的価値の具現化）の一体的推進を視座として、
教育界、産業界、国等が一体となり、科学技術を通じて健全で活力ある社会を実現する高度人材を育成し、未来に向けて明るく強い日本をつくる

１．イノベーションの創造に不可欠なチーム力の向上 ２．チーム力を強化する多様性の確保 ３．リーダーとしての資質を備える高度人材の育成
・チームで力を発揮する人材を育成するには、
大学院における人材育成の充実が不可欠

・研究者の流動性の確保
・女性や外国人、海外経験者、他機関での研究経験者など多様な人材の活躍を促進

・ 国は、産業界等で必要なリーダーとしての素養・能力を伸ばす産学連携の取組
（チームワークを必要とする実践的な課題解決型の演習など）を支援

第１章 知識基盤社会が求める人材像

○「知」を巡る国際競争の激化や知識基盤社会の進展等により科学技術と社会の関わりが深化・複雑化している現代、科学技術関係人材の素養・能力として、多様な個人が集い個性を活かして力を発揮できる「チーム力」が必要である

第２章 社会の多様な場で活躍する人材の育成 第３章 若手研究者が自立して研究できる体制の整備

１．テニュア・トラック制*の普及・定着

・我が国のテニュア・トラック制は、優秀な若手研究者が自立して研究できる環境を整備することを主な目的に、
導入が進められ、これまでの取組状況から以下の効果が認められる

-大学の人事の見直し、透明性の高い公募、外国人や海外の日本人研究者の採用の進展
-優秀な若手研究者が充実した研究環境で優れた成果を創出
-大学が採用分野や雇用条件など教育研究戦略を検討する契機
-公正で透明性の高い採用手続きで安定的な職を得る制度として、ポストドクターにとって魅力的

・本制度は、世界的な研究教育拠点を目指す３４大学の自然科学系分野で導入が進められているが、
今後とも、大学等がその特色や分野の事情等に応じて、適切な普及・定着を図っていくことを期待

・本制度をアカデミック・キャリアパス「博士課程からポストドクター、その後テニュア・トラック教員を経てテニュア教員」
として確立するには、テニュア・トラック教員採用数の大幅増が必要。国全体としての数値目標を設定
（例えば、自然科学系の新規採用教員の２割を早期に実現）し、普及・定着に向けた施策を展開

２．若手研究者ポストの拡充

・大学等は、例えば、教授の退職者数以上に准教授・助教等の若手研究者の採用、
高齢研究者の人事の在り方の見直し、教育課程等の点検を通じた教員配置、組織改編が必要

・若手向け研究資金の拡充、基盤的経費及び総人件費等の確実な措置が不可欠

○世界的に優れた成果をあげた研究者の多くが若い時期にその基礎となる研究を行っており、優秀な若手研究者に
自立と活躍の機会を与え、将来につながる研究の基礎を築かせることは、科学技術の振興にとりわけ重要である

○テニュア・トラック制を普及・定着させるには、若手研究者が自立して研究できる環境の整備のみならず、
透明性の高い手続きで採用される若手ポストや、切磋琢磨できる若手向け競争的資金も同時に必要である

○大学等は団塊の世代の大量退職を控え、准教授・助教等の若手研究者ポストを増やす好機を迎えている

４．女性研究者・技術者の活躍の加速

３．グローバル化に対応した人材の育成・確保

・国は、大学等における出産・育児等と研究を両立できる環境の整備、研究中断からの復帰等を支援
・女性研究者の採用割合の目標（自然科学系全体で２５％ （理学系２０％、工学系１５％、農学系３０％、保健系３０％））を早期に達成
・指導的地位にある女性研究者の採用に関する数値目標の検討

２．大学教員等の人材育成に係る意識改革

１．博士号取得者の社会の多様な場における活躍の促進

・「内向き志向」を払拭するため、国は若手研究者の海外での研鑽機会を拡充するとともに、大学等は国際公募を促進

・優秀な外国人研究者等を惹きつける魅力的な研究環境を整備するとともに、事務局の国際対応能力の向上や研究支援面の国際化、
外国人が暮らしやすい生活環境の整備が重要であり、宿舎等の受入れ環境の整備、外国人研究者の子弟に対する教育の充実が必要

・上記１．を推進するには、大学教員の学外との接触機会（若手教員の企業派遣・出向・兼務、企業からの教員の登用等）を増やすことが必要

・教育、研究及び社会貢献等の総合的な評価を通じた人材育成に関する教員の意識改革が重要、教育面をより重視した人事評価にも期待

・大学院において、アカデミア向けと産業界向けの教育研究が複線化し柔軟に学べるカリキュラム設定や、社会人に対するリカレント教育を充実

・経済的な不安を抱かず博士課程に進学できるよう、フェローシップ、ＴＡ，ＲＡ等を拡充し、生活費相当額を受給できる博士課程学生の割合
について早期に２割を達成

・博士号取得者が高度な専門知識を必要とする大学職員等として活躍できるよう、国は、大学等のリサーチアドミニストレータ等の育成等を支援

・国は、大学が教育委員会と連携して意欲ある優秀な博士号取得者を理科教育人材として発掘する仕組みの構築を支援

・いわゆる「ポスドク問題」の解消のためには、大学等のポスト不足の緩和や研究職以外への進路支援について、産学官が一体的に対応
・博士号取得者が社会の多様な場で活躍できるよう大学院教育を充実することが最重要、これが「ポスドク問題」の根本解決にも不可欠

○科学技術と社会の関わりが深化・複雑化している現在、博士号取得者は、リーダーとして社会の多様な場で活躍することが期待されている

○知識基盤社会のリーダーとして博士号取得者を育成するには、大学院における教育研究の充実が不可欠である

１．才能を見出し、伸ばす取組の充実 ２．初等中等教育段階から研究者・技術者養成まで一貫した取組の推進

・理数好きの子どもの裾野を拡大するため、理数教育を強化
特に、理工系出身者の理科専科教員への登用促進や小中学校の教育力ある理数教員の養成を支援

・才能を見出し、伸ばすため、スーパーサイエンスハイスクール、科学技術コンテスト、科学技術系部活動等を支援

第４章 次代を担う人材の育成

・児童生徒等が継続的に科学技術への関心を向上させ、発達段階に応じ、切れ目なく才能を伸ばせる体系的な人材育成を推進
・実験教室や体験活動、優れた研究者等に子どもから大人まで接する場・機会を充実、各地の科学館等の支援を強化
・現役の科学者・技術者との交流を通じたキャリア教育等を、大学や産業界が連携して初等中等教育段階から充実
・高校から大学まで継続して研究活動に取り組めるよう高大接続を推進

○次代の科学技術を担う人材を育成するため、理科や数学が好きな児童生徒等の裾野を広げつつ、その才能を見出し、伸ばす取組につなげていく必要がある

*公正で透明性の高い選抜により採用された若手研究者が、審査を経てより安定的な職を得る前

に、任期付きの雇用形態で自立した研究者としての経験を積むことができる仕組み
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関係資料集
図１ 中間まとめにおける議論の構成

図２ 科学技術関係人材に求められる能力

図３ 理工系の専門的な職業で成功につながるスキルと属性

図４ 多様な人材により発揮されるチーム力

図５ 多様な人材が担うイノベーションの創造

図６ 科学技術駆動型イノベーション構造と育成すべき人材像

図７ 任期制の状況

図８ 産学協働による人材育成に向けた意識と行動の改革

図９ 日米における博士号取得者の雇用部門別の分布状況

図１０ 進路フロー図（理学・工学・農学・保健分野）

図１１ 主要国における大学への公財政支出の規模

図１２ 博士課程進学を真剣に検討したことのある就職者が博士課程進学を検討する際
に重要と考える条件

図１３ 博士課程修了者数及び就職者数の推移（自然科学系）

図１４ 博士課程修了者数及び就職者数の推移（全体）

図１５ 大学教員採用数と博士課程修了者数の変化（自然科学系）

図１６ 大学教員採用数と博士課程修了者数の変化（全体）

図１７ 大学院におけるリカレント教育の実施状況

図１８ 大学院における社会人に対する特別の入学者選抜の実施状況

図１９ インターンシップの実施状況

図２０ 博士課程修了者の研究開発者としての採用実績の推移

図２１ ポストドクター経験者の研究開発者としての採用実績の推移

図２２ 米国における大学院学生に対する経済的支援の状況

図２３ 博士課程在学者を対象とした生活費相当程度の経済的支援について

図２４ 博士課程学生に対する経済的支援の充実（２１ＣＯＥ→グローバルＣＯＥ）

図２５ 大学院学生に対する経済的支援に関する取組状況（１）

図２６ 大学院学生に対する経済的支援に関する取組状況（２）

図２７ 身に付けたい能力等と身に付いていると見込まれる能力等

図２８ 研究開発者（博士課程修了者）の採用実績（過去５年間）

図２９ 博士課程修了直後にポストドクターとなった者の現在の職業

図３０ 日米のポストドクターの分野別構成比

図３１ ポストドクター等のキャリア選択の意識

図３２ ポストドクター等の研究・生活への満足感

図３３ 学生・ポストドクターと教員との関係や教員の意識について①

図３４ 学生・ポストドクターと教員との関係や教員の意識について②

図３５ ポストドクター等と研究リーダーとの意見交換

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 39

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 39

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 40

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 40

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 41

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 42

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 41

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 42

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 43

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 43

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 44

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 44

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 45

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 47

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 47

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 48

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 48

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 49

・ ・ ・ ・ ・ ・ 50

・ ・ ・ ・ ・ 50

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 51

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 51

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 52

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 52

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 53

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 53

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 46

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 54

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 54

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 55

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 55

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 56

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 46

資料２

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 49

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 45

３７



関係資料集
図３６ ポストドクター等の人数の推移（雇用財源別）

図３７ 大学等における海外への派遣研究者数

図３８ 大学等における海外からの受入れ研究者数

図３９ 世界トップレベル研究拠点（ＷＰＩ）プログラムの現状

図４０ 外国人留学生の日本留学及び日本人の海外留学

図４１ 各国の理工学分野専攻の高等教育卒業者に占める女性割合

図４２ 女性研究者比率（機関別）

図４３ 女性研究者数及び比率

図４４ 職階別 分野別 女性教員採用状況

図４５ 女性研究者の分野別採用割合（国公私立大学）

図４６ ノーベル賞受賞者の業績を上げた年齢の分布（1987～2006）
図４７ 若手研究者に自立と活躍の機会を与えるための環境の整備状況

図４８ 大学における若手教員の状況（国公私全体）

図４９ 大学における若手教員の状況（国公私別）

図５０ 「若手研究者の自立的研究環境整備促進」における応募・採用状況

図５１ テニュア・トラック教員の前職

図５２ 役職別 任期付教員割合の日米比較

図５３ 大学教員の年齢構成

図５４ 大学教員及び民間研究者の給与の比較

図５５ 理数教育に関するデータ

図５６ 理数教科と社会とのつながり

図５７ 国際的に活躍する研究者が子ども時代に影響を受けたもの等

図５８ 理科クラブの現状

図５９ 外部の専門家との連携①

図６０ 外部の専門家との連携②

図６１ 理工学系専攻の大学生進路選択に影響を与えたもの

図６２ 文系・理系を意識した時期
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図１ 中間まとめにおける議論の構成

第４章 次世代を担う人材育成方策
（ 小･中･高等学校の児童･生徒 ）
第１節 教員の指導力向上のための取組
第２節 教育環境の充実のための取組
第３節 児童生徒等が、科学技術、理科や算数・数学に興味・関心を持ち、

その資質や能力を伸ばしていくための取組

第５章
グローバル化に対
応した人材養成・
確保方策
第１節 外国人留学生及

び外国人研究者
の受入れ

第２節 日本から海外へ

の日本人学生の
留学、日本人研
究者の派遣等

第２章
社会の多様な場で活躍する
多様な科学技術関係人材の
養成方策
（ 学士・修士・博士課程の

在学者、修了者 ）
第１節 理工系人材のキャリアパス

の充実
第２節 産学をつなぐ人材の養成・

活躍促進方策
第３節 教員等の意識改革のための取組

第３章
世界をリードする研究人材の
養成方策

（ 若手研究者、女性研究者、
企業等における研究者等 ）

第１節 世界をリードする研究者の
更なる養成方策

第２節 研究資金制度等の人材養成に
係る改革

中央教育審議会
大学分科会

（中長期的な大学教育の在り方

について） ･･･２・３

制度・教育部会
( 高等教育制度及び大学教育の

在り方 )･･･２

大学院部会
( 大学院の在り方等)･･･２・３

科学技術・学術審議会
学術分科会

( 学術の振興 )
研究費部会･･･３

科研費の在り方など

( 今後の留学生交流の在
り方 )

中央教育審議会
留学生特別委員会

科学技術・学術審議会
国際委員会

( 科学技術・学術分野

における国際活動の戦
略的な推進 )

①研究者交流の在り方
②受入れ環境の整備
など

活躍の場社会 大学・研究機関

時
間

若
手

裾
野

国際

国内

視
点

第１章
知識基盤社会が求める科学技術関係の人材像

目標

①主 な 目 標 ：第４期「科学技術基本計画」へ向けた提言を行うこと

②タイムスパン：平成２３年度～平成２７年度の５年間
③対 象 ：科学技術関係人材(特に産業界等で活躍し、将来イノベーションを創出できる

人材の養成）

ポイント

( 初等中等教育の振興、初等

中等教育の基準、教育職員の
養成、並びに資質の保持及び
向上 )

中央教育審議会
初等中等教育分科会

①教育課程②
教員養成③教
育制度などに
関する全体の
在り方と推進
方策など

中央教育審議会
制度・教育部会

( 高等教育制度及び
大学教育の在り方 )

産学人材育成パートナー
シップ

(人材育成に関して大学と産業界と
が幅広く議論)･･･２

中央教育審議会
大学分科会

（中長期的な大学教育の在り方について）
制度・教育部会

( 高等教育制度及び大学教育の在り方 )
大学院部会

( 大学院の在り方等)
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企業等で求められる
資質・能力の養成

・コミュニケーション力
・協調性
・業務遂行能力
・意欲
・向上心
・判断力
・その他

知識基盤社会を支える人材育成

初中
教育段階

高等
教育段階

ポスト
ドクター
等若手
研究者

世界を
リード
する
若手

研究者

初中
教育段階

高等
教育段階

ポスト
ドクター
等若手
研究者

世界を
リード
する
若手

研究者

知識

基盤社会

初中
教育段階

高等
教育段階

支える
人材

を

知識

基盤社会

初中
教育段階

高等
教育段階

支える
人材

初中
教育段階

高等
教育段階

支える
人材

を

幅広い知識を基盤とした高い専門性の養成
① 幅広い知識を基盤とした高い専門性を有するT型
② 異分野融合や新たな分野の創出に資する、複数の専門性を有するπ型
③ ある専門分野に限ってではあるが、他の追随を許さない極めて高い

専門性を有する深さのあるI型

世界をリードする研究人材養成

採用後の人
材養成、オ
ン・ザジョ
ブ・トレー

ニング

（OJT）

知識基盤社会を生きるために必要な能力の基礎を習得＊
＊OECDのPISA調査（参加国の教育システムが、１５歳の生徒に対して、社会における市民として建設的な役割を果たすためにどの程度準備ができているかを見る指標の開発）により測定する能力

高等学校
国家社会の有為な形成者と

しての必要な資質を養成

（例）

不明確？！

不足？！

１．独立して研究できる能力の養成

・競争的資金の獲得

・研究室の運営など

２．教育・研究指導能力の涵養

アカデミック・スキルの養成

１．博士 ○自立して研究活動を行う研究者と社会の多様な方面で活躍する人材の

養成

豊かな学識＋自立して研究できる、又は高度の専門性が求められる社

会の多様な方面で活躍し得る研究能力
２．修士 ○研究者の卵と社会の多様な場で活躍する人材の養成（高度専門職業

人）
幅広く深い学識＋研究能力（＋高度に専門的な職業を担う能力）

３．学士 ○専門的素養のある人材を養成
幅広く深い学識＋専門分野の基礎

その他、大学院教育全体で

①専門応用能力（関連分野の基礎

的素養を涵養し、学際分野に対

応できる能力）

②高い倫理性や世界の多様な文

化・歴史に対する理解力

③語学力を含めたコミュニケー

ション能力

などを養成

高専

実践的・創造的技
術者等の養成

専門学校
実際的な知識・
技術等を習得

各段階における

質の確保と連携

アカデミック・スキルの養成

１．博士 ○自立して研究活動を行う研究者と社会の多様な方面で活躍する人材の

養成

豊かな学識＋自立して研究できる、又は高度の専門性が求められる社

会の多様な方面で活躍し得る研究能力
２．修士 ○研究者の卵と社会の多様な場で活躍する人材の養成（高度専門職業

人）
幅広く深い学識＋研究能力（＋高度に専門的な職業を担う能力）

３．学士 ○専門的素養のある人材を養成
幅広く深い学識＋専門分野の基礎

その他、大学院教育全体で

①専門応用能力（関連分野の基礎

的素養を涵養し、学際分野に対

応できる能力）

②高い倫理性や世界の多様な文

化・歴史に対する理解力

③語学力を含めたコミュニケー

ション能力

などを養成

高専

実践的・創造的技
術者等の養成

専門学校
実際的な知識・
技術等を習得

各段階における

質の確保と連携

多様な場での

活躍を促進

図２ 科学技術関係人材に求められる能力
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○知的スキル

・正直さ ・好奇心

・識別力 ・想像力

・創造力 ・一般常識

・客観性 ・直観

・体系的な問題解決力 ・記憶力

・抽象的・理論的推察力を含む論理的推察力

・観察・実験データから予測する力

・説明的仮説を思いつき、それを評価するための試

験を考案できる能力

・自然現象・技術的現象・社会現象に対する観察力

○コミュニケーションスキル

・公表された情報源から情報を引き出す力

・インタビューを通して学ぶ力

・文章で意思の疎通をはかる能力

・会話で意思の疎通をはかる能力

・コンピュータや情報処理機器を使う能力

・情報や概念を図説する能力

○個性的な特性

・成熟性 ・動機と意欲

・自信 ・依存性

・独立心 ・共感

・率先性と責任感 ・客観的な自己批判力

・リーダーシップスキル ・マネジメントスキル

・上司・同僚・部下と効率よく仕事をする能力

○仕事への習性

・時間を効率的に使う能力

・物事を最後まで見通す能力（持続力）

・知的労働・肉体労働を継続して行える能力

・整理整頓、締め切りを守る能力

○機能的技能

・手先の器用さ

・科学的・工学的・芸術的な装置・機械・モデルを

適切に利用・開発・選択する能力

出典 「理工系学生のためのキャリアガイド」（平成１４年３月、米国科学アカデミーほか編、小川正賢訳）の付録B

理工系で成功するためのスキルと属性について、米国の研究者と学生が作成したリストでは、以下
の多様な能力、スキル、属性が挙げられている。

図３ 理工系の専門的な職業で成功につながるスキルと属性
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大学教員

共同
研究者

インテグ
レーター

研究
コーディネート

人材

マネジメント
人材

ポスト
ドクター

共同研究者

エンジニア

学生

ポスト
ドクター

特許移転人材

コーディ
ネーター

共同
研究者

コア
研究者

研究支援者

研究支援者

チーム力
の発揮

縦型組織、ピラミッド型、テーマ別組織、プロジェクト
型、問題解決型、ネットワーク型 等

多様な組織形態、
多様な個人が混在。

Knowledge Integration Community 
異なる知的・社会的・文化的背景を持つさまざまなレベルの構成員が、それぞ
れの知識や能力を発展させつつ、全体として知的・社会的・文化的生産性を推進
させうるコミュニティ－

研究機関

大学等 企業等

イノベ－ションを生み出すには、異なる資質・能力

や背景を持つ多種多様な個々人が、各々活躍し、触
発し合う中で、１つのチームとしての力を最大限発揮
できるようにすることが重要。また、その中で、独創的
で変わった人材が活躍できる余地も必要。

技能者

研究者

コア
研究者

大学教員

インテグ
レーター

Differentiator

図４ 多様な人材により発揮されるチーム力
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図５ 多様な人材が担うイノベーションの創造
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目指す人材像 研究分野C研究分野B
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（Ｔｙｐｅ-Ｂ（Base））

幅広い基礎技術の理解と
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）
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、
交
渉
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・
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可能化技術創造型
（Enabler技術創造

人材（Type-E））

持っていないと
必ず負ける技術

イノベーション構造の縦・横を
統合するインテグレーター型

（Type-∑）

チーム力、
問題解決力・・・

※1

※１

※１：「認識科学」は「あるもの」や「存在」を探究するのに対し、
「設計科学」は「あるべきもの」や「当為」を探究する
出典「提言：知の統合ー社会のための科学に向けて」
日本学術会議科学者コミュニティと知の統合委員会
平成１９年（２００７年）３月２２日

※２：Type-Σ、Ｄ、Ｅ、Ｂのタイプ分けは、
｢イノベーター日本 –国創りに結実する科学技術戦略-｣
（平成１８年１１月 オーム社刊 柘植綾夫氏監修）に
倣った。

インテグラル能力・・・

※２

※２

※２

※２

初等中等教育教員
科学技術理解力、

教育力・・・

各ステージへの働きかけ
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会
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経
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価
値
の
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供

融合

研究者
（設計科学型）

技術者
（研究開発型）
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創
造
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世界をリードするイノベーション

基盤科学技術と
ものづくり力

Differentiator

Enabler
Technologies

育成すべきイノベーション人材像

Type-D : 先端科学・差異化技術
(Differentiator)創造人材

Type-E : 可能化技術（Enabler)創造型

人材

Type-B : 幅広い基礎技術と基盤技術・技能
（Base)を有する人材
一般教養・徳育教養も併せ持つ

要求される科学技術のスペクトル
の幅の広がり（人文、社会まで）

Type-Σ : イノベーション構造の縦・横を
統合するインテグレーター型人材

要
求

さ
れ

る
科

学
技

術
の

高
さ

図６ 科学技術駆動型イノベーション構造と育成すべき人材像
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※文部科学省調べ

図７ 任期制の状況

・任期を付して任用している教員がいる大学（非常勤教員を除く）＜平成１９年１０月１日時点＞

・任期を付して任用している教員数（非常勤教員を除く）
＜平成１９年１０月１日時点＞

・うち、再任可能な任期制を適用している教員数

○ 任期付き教員の大半は助教・講師である。
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図８ 産学協働による人材育成に向けた意識と行動の改革

・自らのキャリアパスを早期に
見極め、自己責任で選択

・多様な素養・能力を向上させる
ための自己研鑽に励む

・採用活動時期の適正化

企業

・企業が求める人材像の明示

・実践の場の提供

産学が協働し、
博士人材、教員、企業人が共に参画する

実践の場を提供することで、
社会と技術を俯瞰し、牽引できる人材を育成

学生教員・大学

・インブリーディング率の低減や
囲い込みの排除

・人材育成の全学的な体制整備

・社会で活躍する人材を育成する意識を持つ

・アカデミアや産業界等の多様な場で
活躍できるような大学院教育の構築
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図９ 日米における博士号取得者の雇用部門別の分布状況
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3 0 .0 %

4 0 .0 %

5 0 .0 %

6 0 .0 %

４ 年 制 大 学 短 大 等 営 利 企 業 自 営 業 非 営 利 機 関 そ の 他

教 育 機 関 産 業 界 行 政 機 関

日 本

米 国

雇 用 部 門

日 本 ： n  =  4 ,6 1 1 人 、 米 国 ： n  =  5 5 3 .4 千 人

5 1 .4 %

1 .6 %

1 6 .9 %

3 .4 %

1 7 .2 %

9 .5 %

0 .0 %

3 4 .3 %

9 .5 %

0 .2 %

4 .9 %5 .3 %

4 2 .6 %

3 .1 %

0 .0 %

1 0 .0 %

2 0 .0 %

3 0 .0 %

4 0 .0 %

5 0 .0 %

6 0 .0 %

４ 年 制 大 学 短 大 等 営 利 企 業 自 営 業 非 営 利 機 関 そ の 他

教 育 機 関 産 業 界 行 政 機 関

日 本

米 国

雇 用 部 門

5 1 .4 %

1 .6 %

1 6 .9 %

3 .4 %

1 7 .2 %

9 .5 %

0 .0 %

3 4 .3 %

9 .5 %

0 .2 %

4 .9 %5 .3 %

4 2 .6 %

3 .1 %

0 .0 %

1 0 .0 %

2 0 .0 %

3 0 .0 %

4 0 .0 %

5 0 .0 %

6 0 .0 %

４ 年 制 大 学 短 大 等 営 利 企 業 自 営 業 非 営 利 機 関 そ の 他

教 育 機 関 産 業 界 行 政 機 関

日 本

米 国

雇 用 部 門

日 本 ： n  =  4 ,6 1 1 人 、 米 国 ： n  =  5 5 3 .4 千 人

（備考）

＊日本の「産業界の保健医療関係（医師、歯科医師等）」は，「営利企業」「自営業」と回答したものを含めて全て「非営利」に区分

＊ 「産業界の保健医療関係」を除くと、米国の営利企業における割合は33.3%であり、傾向は変わらない

出典：「日本の博士号取得者の活動実態に関する調査研究」（平成１６年３月日本総合研究所）

○ 我が国の博士号取得者のうち、営利企業に雇用されている者の割合は、米国と比べ低い。
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2,582人
大学等教員

1,468人
研究機関

（民間研究機関を含む）

958人

・医師等 2,306人
・進学 209人
・不詳等 640人
・その他（一時的な職に就いた者等）

2,414人

日本の産業界等 日本のアカデミア

※１ 平成20年度学校基本調査（文部科学省）［平成２０年５月時点］

※２ 「ポストドクター進路動向８機関調査」（平成19年11月、文部科学省）を基に算出した推計値［平成１８年３月時点］

※３ 平成１９年度大学院活動状況調査（文部科学省）［平成１９年５月時点］

・海外（大学・企業） 約1,200人
・その他の職業 約250人

（医師、小中高の教員）
・その他（職業不明・無職等） 約880人

大学等教員
約1,000人

公的研究機関
約170人

約370人

1,734人

※赤字は推計値

※１

※１

※１

※１

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※２

※３

再度ポストドクター
約530人 ※２

図１０ 進路フロー図（理学・工学・農学・保健分野）

○ 博士課程修了者の進路動向について、博士課程修了者の２５％が日本の産業界へ進んでいる。
○ 一方、異動・転職したポストドクターの進路は、日本のアカデミアや海外の大学・企業が多い。

理学・工学・農学・保健分野
大学院博士課程修了者

10,577人

ポストドクターからの異動・転職者
約4,400人 ※２

博士課程修了直後以外に
ポストドクターになった者

約3,000人

※１

※１

※１

※１
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【高等教育機関に対する公財政支出の対ＧＤＰ比のＯＥＣＤ各国比較】 【高等教育機関に対する公財政支出の対ＧＤＰ比】
（国民負担率１％当たりで補正）

【高等教育機関に対する公財政支出の対ＧＤＰ比】
（国民負担率１％当たり＋人口に占める大学進学率で補正）

（参考）
国民負担率

40.1 34.5 48.3 62.2 51.7

（日本の場合の計算方法）
高等教育費公財政対GDP比0.476%

÷国民負担率40.1%
（租税負担率＋社会保障負担率）
×100=1.19≒1.2

（参考）18歳の
四大進学率

49.1 64.1 40.0 41.0 35.3

（日本の場合の計算方法）
上記の数値1.19

÷(全人口に占める18歳人口1.1%
×四大進学率49.1%)÷100

=2.19 ≒2.2

図１１ 主要国における大学への公財政支出の規模

① 日本の高等教育への公財政支出は，対GDP比では
OECD加盟国中最下位となっている（OECD平均1.1％に
対して，日本は0.5％）。

変化指数を見ると、日本の指数の伸びは、アメリカな
ど他国に比して低い。

② なお，左の理由として，我が国は国民負担率
が低い「小さな政府」であるとの指摘も想定さ
れるが，左の値のうち主要国について，各国の
国民負担率１％当たりで補正しても，我が国は
低位である。

③ また，「教育支出が少ないのは，少子化のた
め」という指摘については，上記の値を，人口
全体に対する18歳の大学進学者の割合で補
正しても，我が国は低位である。

50

100

150

2000 2001 2002 2003 2004 2005

イギリス

韓国

アメリカ

ＯＥＣＤ平均

日本

※「OECD, Education at a Glance 2008」より文部科学省作成

【高等教育機関に対する公財政支出の変化指数（2000年を100とした場合）】
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図１２ 博士課程進学を真剣に検討したことのある就職者が博士課程進学を検討する際

に重要と考える条件

出典：文部科学省科学技術政策研究所 「日本の理工系修士学生の進路決定に関する意識調査」（2009年3月）

○ 理工系の修士学生にとっては、「博士課程在籍者に対する経済的支援の拡充」、「民間企業などにおけ
る博士課程修了者の雇用の増加」、「アカデミックポストの雇用の増加」の３項目が、博士課程進学の際に
重要な条件となっている。

N=626
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博士課程修了者数及び就職者数の推移

図１３ 博士課程修了者数及び就職者数の推移（理学・工学・農学）

○ 就職者の割合を理学・工学・農学で見ると、６～７割程度で推移しており、依然として低調。

（注） 博士課程修了者には、所定の単位を修得し、学位を取得せずに満期退学した者を含む。
就職者とは、給料、賃金、報酬、その他の経済的な収入を目的とする仕事に就いた者をいう。

※「学校基本調査」より文部科学省作成
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博士課程修了者数及び就職者数の推移

図１４ 博士課程修了者数及び就職者数の推移（全体）

（注） 博士課程修了者には、所定の単位を修得し、学位を取得せずに満期退学した者を含む。
就職者とは、給料、賃金、報酬、その他の経済的な収入を目的とする仕事に就いた者をいう。

※「学校基本調査」より文部科学省作成

○ 就職者の割合は６割程度で推移しており、依然として低調。
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図１５ 大学教員採用数と博士課程修了者数の変化（理学・工学・農学）

※第3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究 「大学・大学院の教育に関する調査」

（平成２１年３月、文部科学省科学技術政策研究所）を参考に文部科学省作成

（注）大学教員の「採用」とは新規学卒者、民間企業、非常勤講師からの採用のほか、高等学校以下の学校の本務教員からの異動等をいう。
出典：修了者数（大学院博士課程）は文部科学省「学校基本調査」各年度版、大学教員の採用者数は文部科学省「学校教員統計調査」2007年度版より作成

○ 昭和５４年以降、大学院博士課程の修了者数が大学教員の採用数を上回っており、アカデミック・ポスト
への就職が困難な状況が示唆される。

1,967 2,125 2,115 2,126 2,099

1,802
1,550

1,1131,1211,243

1,538

0

2,000

4,000

6,000

8,000

Ｓ５１ Ｓ５４ Ｓ５７ Ｓ６０ Ｓ６３ Ｈ３ Ｈ６ Ｈ９ Ｈ１２ Ｈ１５ Ｈ１８ Ｈ２１(速報)

大学教員採用者 修了者数（大学院博士課程）
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（注）大学教員の「採用」とは新規学卒者、民間企業、非常勤講師からの採用のほか、高等学校以下の学校の本務教員からの異動等をいう。
出典：修了者数（大学院博士課程）は文部科学省「学校基本調査」各年度版、大学教員の採用者数は文部科学省「学校教員統計調査」2007年度版より作成

図１６ 大学教員採用数と博士課程修了者数の変化（全体）

※第3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究 「大学・大学院の教育に関する調査」

（平成２１年３月、文部科学省科学技術政策研究所）を参考に文部科学省作成
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大学教員採用者 修了者数（大学院博士課程）

○ 平成９年以降、大学院博士課程の修了者数が大学教員の採用数を上回っており、アカデミック・ポストへ
の就職が困難な状況が示唆される。
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・社会人入学者の割合

・リカレント教育に関する取組（複数回答）

その他の取組例：
・ セミナー・聴講生制度の実施
・ 開講時間の弾力化

図１７ 大学院におけるリカレント教育の実施状況

○ 社会人入学者は博士課程において３割以上を占める。

※大学数：590

出典：平成19年度大学院活動状況調査（平成20年12月） 47



出典：平成19年度大学院活動状況調査（平成20年12月）

社会人に対する特別の入学者選抜を実施している大学数 社会人に対する特別の入学者選抜による入学者の割合

図１８ 大学院における社会人に対する特別の入学者選抜の実施状況

○ 社会人に対する特別の入学者選抜を実施している大学は７割強。
また、社会人に対する特別の入学者選抜による入学者は１割弱。

318

46

69

433

0 100 200 300 400 500

私立
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全大学

社会人に対する特別の入学者選抜を実施している大学数

3840
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9144
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社会人に対する特別の入学者選抜を実施している大学数

（8.3%）

（7.8%）

（10.7%）

（8.8%）

（73.4%）

（79.3%）

（70.8%）

（72.6%）

※大学数：590 ※入学者総数：109,749 
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○ 実施学年の割合をみると、大学院については修士で約９割を占め、博士段階における実施割合は低い。
また、実施期間の割合でみると、３週間未満で約９割を占め、長期（３ヶ月以上）のインターンシップの

割合は限りなく低い。

○実施学年（体験学生数構成比）

○実施期間（体験学生数構成比）

※「大学等における平成１９年度インターンシップ実施状況調査」より文部科学省作成
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図１９ インターンシップの実施状況
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図２０ 博士課程修了者の研究開発者としての採用実績の推移

出典：「平成１９年度民間企業の研究活動に関する調査報告」 （2009年1月文部科学省）

○ 企業は博士課程修了者を積極的には採用していない。また、採用実績の推移はほとんど変化が見られない。
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